
第2回 院内がん登録のあり方に関する検討会  

議 事 次 第  

平成18年3月 2 7 日（月）  
1 3 ： 0 0 ～ 1 5 ： 0 0  
国立がんセンター 特別会議室（管理棟1階）  

1 開 会   

2 議 事  

（1）がん診療連携拠点病院が実施する院内がん登録の項目について  

（2）今後の課題と方針について   

3 閉 会  

○資 料   

1 主要検討課題に係る論点整理（たたき台）  

2 がん診療連携拠点病院における院内がん登録の必須項目（案）  

3 今後の方針と課題  

○参考資料   

1 学会等による臓器がん登録におけるステージ分類の事例  

2 がん登録に関する論点整理のイメージ（案）  

3 がん診療連携拠点病院 院内がん登録 標準登録様式 標準項目  

2006年度版（案）  

4 第1回院内がん登録のあり方に関する検討会（概要）  

5 今後のがん情報提供ネットワークのあり方（案）  

6 地域がん診療拠点病院における院内がん登録に関する現況調査  

集計表   



主要検討課題に係る論点整理（たたき台）  

1．前回の議論のまとめ  

（1）現行のがん登録事業は、都道府県が実施主体となって、管内の医療機関  

とともに実施するものであり、医療機関内でのデータ集積を行う⊥度盛  

がん登録⊥と、それらの提供を受け都道府県でデータ集積を行う⊥塾越  

がん登録」とから成る。  

（2）地域がん登録は、がんに係る地域特性の把握に寄与し、行政施策の企画・立  

案・重点化等、がん対策の評価や、モニタリングに必要なデータを提供する。  

（3）地域がん登録は、がん診療連携拠点病院（以下、拠点病院）等の病院だけで  

なく、入院施設のある診療所も含めた院内がん登録のデータ集積することに  

よって（全施設を網羅することによって）、がんに係る地域特性の把握に寄与  

する。  

（4）更に、院内がん堅畢は、各医療機関のがん医療の機能評価に寄与する側面  

もある。ただし、各医療機関の機能評価は、多面的に評価する必要がある上、  

当該指標は未だに未開発であり、臓器がん登録との整合性を検討する必要も  

あることから、そのような評価は、今後の課題の1つである。   



2．がん診療連携拠点病院における院内がん登録の必須項目に関す   

る概念整理  

目的：当面は、地域や全国における羅患等のがんの実態把握とする。  

また、医療機関の機能評価や、院内がん患者数の把握等による病院管理を院  

内がん登録の目的とする考え方もあるが、専門家の間でも様々な意見があり、  

更に十分な議論が必要である。  

利用：がん対策推進のための政策立案、政策評価等に用いる。  

把握する指標についての考え方：  

上記の目的に合致し、政策立案、政策評価に役立つ指標は次のように考えられる。  

①人口動態統計や患者調査等の他の方法では把握できない指標であること。  

②必要最小限の指標であること。  

③厚生労働科学研究班による標準項目2006年度版（案）を基本に用いるこ   

と。  

3．がん診療連携拠点病院における院内がん登録の必須項目（案）  

上記の概念整理を踏まえ、拠点病院が実施する院内がん登録を用いて集計する主  

たる指標を、下記としてはどうか。（具体的には、資料2を参照）  

①地域や全国における羅患率  

（1年間に新たにがんにかかる人の人口に対する割合）  

②地域や全国における治療前のステージ分布   

（がんと診断された人のうち早期がんや進行がんの人の割合等）  

③地域や全国における5年生存率   

（がんと診断された人のうち5年後に生きている人の割合）  

※治療前ステージに関して、臓器ごとに、取扱い規約による分類を用いるのか、  

UICCによる分類を用いるのか等は、臓器がん登録との整合性を確保する上で  

の検討課題である。   



室料2  

がん診療連携拠点病院における院内がん登録の必須項目（案）  

項目番号※1   項目名   

10   患者ID番号   

40   氏名   

50   性別 （1男 2女 9不明）   

60   生年月日   

100   診断時住所   

130   診断日1※3 （他施設診断日）   

140   診断日2※3 （当該施設診断臼）   

来院経路 （0自主 紹介（1他院より 2がん検診 3健康  
150  診断 4人間ドック） 5当該施設にて他疾患の経過観察中  

6剖検にて 8その他 9不明）   

160   診断結果※4 （1新発生確診 2治療開始後 3疑診）   

170   
診断時指示※4 （1入院治療 2外来治療 3外来経過観  
察 4他院へ紹介 9来院中断）   

200   部位コード（診断名）もしくはテキスト   

230   ステージ（治療前）※5   

340   組織診断名 （フリーテキスト）   

460   外科的治療の有無 （1有 2無 9不明）   

550   放射線治療 （1有 2無 9不明）   

560   化学療法 （1育 2無 9不明）   

640   最終生存確認日   

650   死亡日   

※1 厚生労働科学研究矧こよる標準項目2006年度版（案）における項目番号  
を用いた。  

※2 上記の必須項目に加え、標準項目2006年度版（案）における他の項目も  
登録することについては、各医療機関が自主的に判断することとする。  

※3130、140のいずれカリこ記入する。  
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※4160診断結果1新発生確診、かつ170診断時  
2外来治療 3外来経過観察である症例が、生存率  

※5 治療前ステージに関して、臓器ごとに、取扱い規約による分類を用いる  
のか、UICCによる分類を用いるのか等は、臓器がん登録との整合性を確保  
する上での検討課題である。   



今後の方針と課題  

（1）地域全体や全国のがんの実態把握を目指すには、拠点病院以外の病院や診療   

所も、がん登録事業に参加するよう呼びかけていく必要があるが、当面は拠点病   

院を中心に登録を推進する。  

（2）各医療機関の機能評価（ベンチマーキング）は、多面的に行う必要があるが、そ   

のような指標は未開発である。5年生存率はそれらの指標のひとつに過ぎず、5   

年生存率だけで医療機関の機能評価ができるわけではないため、がん登録のみ   

によってそのような評価を実施することは適当ではない（今後、必要・適切な指標   

について開発を別途検討）。  

（3）がん登録事業の当面の主たる目的は、地域や全国における罷患等のがんの実   

態把握であるため、拠点病院の院内がん登録データそのものの公表を前提とす   

るものではない。医療機関自身による、任意の公表については、妨げるものでは  

ない。（参考：全がん協が行う加盟施設の5年生存率公開は、自主的な取組みで  

あり、行政としては関与しない。）  

（4）拠点病院における院内がん登録の必須項目に加え、標準項目2006年度版（案）   

における他の項目（参考資料3）も登録することについては、各医療機関が自主   

的に判断することとする。  

（5）地域がん登録データについても、（3）で述べた目的以外で利活用（疫学研究等）   

することも重要である。  

（6）治療前ステージに関して、臓器ごとに、取扱い規約による分類を用いるのか、   

∪ICCによる分類を用いるのか等は、臓器がん登録との整合性を確保する上での   

検討課題である。   






















